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は じ め に
政治学者であられる村山先生の退職記念号であるということから，政務
調査費をめぐる住民訴訟について検討を加えたい。すなわち，地方公共団
体の公金が，議員活動のための調査研究のために，政務調査費として使わ
れているのである。しかし，政治活動の自由を保障され，執行機関に対す
る統制権能，特に財政統制権能を与えられている議員が，会派とはいえ，
公金を執行機関から支給されること自体，本来の権能行使の妨げになるお
それをはらんでいる。また，政務調査研究目的のために適正に議員又は会
派が使用していれば，問題は少なくてすむ。しかし，執行機関からの政治
活動の自由を根拠に，使途に対するコントロールを行う制度がないか又は
不充分であるが故に，調査研究費名目で，多くの無駄使いを議員又は会派
はしているようである。
そこで，住民は，住民自治を担保する制度として，大きな役割を果たし
てきた住民訴訟を，政務調査費の支給をめぐって提起することになる。本
稿は，地方公共団体の政務調査費をめぐって争われた住民訴訟を素材に，
政務調査制度の問題点とそれを争う際の住民訴訟法上の問題点について若
干の検討を加えたい。
ここで，管見した政務調査研究費をめぐる住民訴訟を列挙しておく
(１)
。本
稿においては，今後，この整理番号と地方公共団体名とによって，判決を
表示する。
① 浦和地判昭55年12月24日 [昭和54 (行ウ) ５号] 判タ433号129頁 川
越市 旧４号（認容）
② 神戸地判昭59年３月７日 [昭和57 (行ウ) 24号] 判時1120号30頁 神
戸市 １号（棄却）
③ 横浜地判平２年12月21日 [平成元 (行ウ) 22号] 判例自治86号39頁
神奈川県 １号（棄却）
④ 千葉地判平２年12月21日 [平成元 (行ウ) 10号] 判例自治84号32頁
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千葉県 １号（却下と棄却)。
既に支給された分の差止め請求は認められない。
⑤ 神戸地判平３年11月25日 [平成２ (行ウ) 28号] 判例自治95号20頁
加古川市 旧４号（棄却）
⑥ 徳島地判平５年２月19日 [昭和63 (行ウ) ４号] 判例自治111号14頁
徳島市 旧４号（棄却）
⑦ 徳島地判平５年５月28日 [昭和63 (行ウ) 12号] 判例自治124号17頁
徳島県（昭和62年度） 徳島地判平５年５月28日 [平成元（行ウ）７号]
判例住民訴訟1411・329・50 徳島県（昭和63年度） 旧４号（両事件
とも棄却）
⑧ 東京地判平７年１月26日 [平成５（行ウ）353号] 判例自治143号17頁
田無市 １号と旧４号（棄却）
⑨ 東京地判平８年７月９日 [平成７（行ウ）19号] 判例自治156号17頁
小金井市 旧４号（棄却）
⑩ 東京地判平11年３月25日 [平成９（行ウ）302号] 判例住民訴訟1411
・329・147東京都 ３号（棄却）
⑪ 奈良地判平14年１月30日 [平成10（行ウ）24号] 判例自治231号49頁
奈良県 １号（棄却）
⑫ 金沢地判平14年８月19日 [平成13（行ウ）２号] 裁 金沢市 旧４号
（一部認容）
⑬ 名古屋地判平15年１月31日 [平成12（行ウ）59号] 判例自治245号29
頁 名古屋市 旧４号（棄却）
 宇都宮地判平15年10月15日 [平成14（行ウ）９号] 判例自治266号31
頁 栃木県 旧４号（棄却）
東京高判平16年４月14日 [平成15（行コ）264号] 判例自治266号29頁も
同旨で控訴を棄却した。
 札幌地判平15年10月28日 [平成14（行ウ）13号] 判タ1208号172頁
札幌市 旧４号（棄却）
⑯ 徳島地判平16年１月30日 [平成14（行ウ）７号] 裁 徳島県 旧４号
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（一部認容）
 青森地判平16年２月24日 [平成15（行ウ）１号] 判例自治266号26頁
弘前市 ３号と４号（認容） 仙台高判平16年７月29日は被告側の控訴
を棄却（同市のに記載）
⑱ 津地判平16年２月26日 [平成11（行ウ）１号] 判例自治264号27頁
三重県 ４号（一部認容）
 東京地判平16年４月13日 [平成14（行ウ）353号] 判例自治265号25頁
品川区（13年度分)，旧４号（棄却)。
目的外支出分を自ら，訴訟提起後返還したので棄却。
⑳ 名古屋高金沢支判平16年６月21日 [平成14（行コ）12号] 判タ1189号
232頁 ⑫の控訴審（原審取消し・請求棄却）
 京都地判平16年９月15日 [平成15（行ウ）１号] 裁 宇治市 ４号
（一部認容）
 札幌高判平16年10月20日 [平成15（行コ）20号] 判タ1208号167頁
の控訴審（原判決変更・請求認容）
 青森地判平16年11月９日 [平成16（行ウ）１号] 判例住民訴訟1411・
329・357 三沢市 ４号（棄却）
広報費に対する支出も許されるし，会派による繰り越し使用も認められ
る。
 東京地判平16年12月16日 [平成16（行ウ）２号] LX / DB28131711 東
京都 ４号（棄却）
知事個人と都議会議長個人に対して損害賠償を求めるよう都知事に請求。
損害の不発生を理由に棄却
	 名古屋地判平17年５月26日 [平成16（行ウ）40号] 裁 岡崎市 ４号
（棄却）
会派に支給された政務調査費を議員の調査研究活動に支出することも許
される。

 名古屋地判平17年５月30日 [平成15（行ウ）63号] 裁 愛知県 ４号
（棄却）
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 名古屋高判平17年８月24日 [平成16（行コ）９号] 裁 ⑱の控訴審
（認容部分の取消・請求棄却）
 京都地判平17年８月25日 [平成16（行ウ）12号] 裁 京都市 ４号
（棄却）
 仙台高判平17年10月12日 [平成17（行コ）５号] 裁 仙台市 ４号
（原判決取消し，差し戻し）
監査請求前置の要件である特定性を肯定した。
 東京地判平18年４月14日 [平成16（行ウ）292号] 裁 品川区 ４号
（一部認容）
 大阪地判平18年７月19日 [平成15（行ウ）５号] 判タ1248号167頁
寝屋川市 ４号（認容）
 青森地判平18年10月20日 [平成17（行ウ）４号] 判タ1244号149頁
弘前市 ４号（一部認容）
 札幌高判平19年２月９日 [平成17（行コ）14号] 裁 函館市 ４号
（１審判決変更）
政務調査費の交付先が会派と定められている場合には，会派内での意思
統一や了承のない政務調査費の支出は違法である。
 横浜地判平19年２月19日 [平成17（行ウ）68号] 判例住民訴訟1411・
329・399・97 海老名市 ４号（棄却）
	 名古屋地判平19年３月22日 [平成17（行ウ）47号] 判タ1280号153頁
名古屋市 ４号（一部認容）
議員が配分額を超えて支出した場合，領収書をそのままにして，配分額
しか支給せず，共通費に当てられたとして留保（裏金）していた会計処
理の違法性を認めた。遅延損害金の起算点として，訴訟告知が到達した
翌日とした。

 仙台地判平19年４月27日 [平成15（行ウ）８号] 判例自治310号17頁
仙台市 ４号（一部認容）
 仙台地判平19年11月13日 [平成15（行ウ）30号] 裁 宮城県 ４号
（一部認容）
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使途基準違反にかかる不当利得額を算定する際，費用弁償条例の規定の
準用は許されず，実額方式によるべきであるとして，民訴法248条の趣
旨に照らして算定している。
 仙台高判平19年12月19日 [平成19（行コ）14号] 判例自治310号11頁
の控訴審 ４号（請求認容・原審変更）
原審での認容額を，補助参加人が返却したとしても，その限度でも住民
の原告適格の要件に影響を与えるものでない。
 大阪高判平19年12月26日 [平成18（行コ）78号] 裁 の控訴審 寝
屋川市 ４号（請求認容・一部変更）
 名古屋高金沢支判平20年２月４日 [平成18（行コ）８号] 裁 金沢市
４号（一審判決破棄・請求認容）
 仙台地判平20年３月24日 [平成18（行ウ）４号] 判例自治314号26頁
仙台市 ４号（一部認容）
選挙が行われた平成15年度分の政務調査費を対象にしている。
 東京地判平20年９月５日 [平成19（行ウ）462号] 裁 墨田区 ４号
（棄却）
 名古屋地判平20年11月６日 [平成20（行ウ）42号] 判タ1297号178頁
名古屋市 ４号（却下）
13年度分の政務調査費の返還は時効により消滅したので，歴代議長に損
害賠償を求めるよう市長に請求したが，消滅時効後１年の監査請求であ
るから却下された。
	 岡山地判平21年２月17日 [平成19（行ウ）31号] 判例自治321号10頁
倉敷市 ３号と４号（一部認容）
視察旅行への政務調査費の支出は違法であることの確認

 名古屋高判平21年２月26日 [平成20（行コ）32号] 裁 桑名市 ３号
と４号（請求棄却の原判決を変更・一部認容）
 名古屋地判平21年３月26日 [平成20（行ウ）32号] 裁 名古屋市 ４
号（認容）
 東京高判平21年５月27日 [平成20（行コ）333号] 裁 の控訴審
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（控訴棄却）
１ 住民訴訟の概略
住民訴訟とは，住民一人でも住民監査請求をすることができ，請求した
住民は一人でもその決定に不服であれば裁判所に出訴できる地方自治法
（以下，地自法という｡）242条の２が規定する法定訴訟である。住民訴訟
の前提である住民監査請求（地自法242条。以下，監査請求という｡）は，
有権者総数の50分の１以上の連署を必要とする事務監査請求（地自法75条）
と異なり，その対象がａ公金の支出，ｂ財産の取得，管理又は処分，ｃ
契約の締結又は履行，ｄ債務その他の義務の負担，ｅ公金の賦課又は徴
収を怠る事実，ｆ財産の管理を怠る事実に限定されている。これらの対
象を，学説・判例は財務会計上の行為といい，この概念に監査請求及び住
民訴訟を画する機能を与えてきた。本稿が対象とする議員又は会派の研究
調査費及び政務調査費の支出行為が違法であると主張する場合，公金支出
としてその対象性が問題となることはないし，長に対して損害賠償，又は
不当利得返還の請求を怠っている事実に基づいて監査請求又は住民訴訟を
する際，対象性が問われることはない。
前述したように，住民訴訟を提起するには，原告となる者が，事前に監
査請求を行っていなければならない。その要件として，第一に，前述ａ
ｂ ｃ ｄの場合は，正当な理由がない限り，支出後１年以内に提起しな
ければならない（地自法242条２項)。すなわち，首長の公金支出行為の違
法を主張して首長に損害賠償を求める場合は，公金支出後，正当な理由が
なければ１年以内に監査請求しなければ，請求期間を徒過したとして住民
訴訟も不適法とされる
(２)
。期間徒過に関わらず，監査委員が実体審理をした
としても，住民訴訟は監査請求前置の要件を満たさないとして却下される
（川越市の①，小金井市の⑨)。しかし，違法に首長が返還請求権を行使
しないことを怠る事実として，会派又は議員に不当利得返還請求，又は損
害賠償を求める４号請求をする場合には，首長が返還請求又は損害賠償請
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求するまで監査請求をすることができる（)。第二に，監査請求の対象
と住民訴訟の対象が同一でなければならない
(３)
。この点について，政務調査
費の住民訴訟では争われた例は見ない。第三に，監査請求の対象は特定さ
れていなければならない
(４)
。特定されていないとして却下された例は多い。
しかし，監査請求は特定されていないとして却下されても，裁判所は審理
して特定性の要件を充足していると解すれば，住民訴訟は適法となる（神
戸市の②，千葉県の④，加古川市の⑤，奈良県の⑪，名古屋市の⑬，三重
県の⑱・，弘前市の，宮城県の，仙台市の，倉敷市の。特に仙
台市のは，特定性を欠くとして却下した原審を取消している)。特定性
を除いて，監査請求要件を欠いているとして却下された場合でも，その充
足を認めれば適法となる（品川区の，寝屋川市の	は被告適格につき)。
また，弘前市の
において，地自法242条２項は議員を対象としていない
から，議員の行為を求めるのは不適法な監査請求であると被告は主張した
のに対し，
は，監査請求書から議員の政務調査費の使途について，市長
に一定の措置を求める適法な監査請求と解している。
その上で，住民訴訟を提起するには，監査結果後，不服状況に応じて一
定の出訴期間内に提起しなければならない（地自法242条の２第２項)。そ
の際，住民は４つの訴訟形式を選択して出訴することになる。政務調査費
に係る訴訟形式としては，事後公金支出をしないように求める１号の差し
止め訴訟（①の神戸市，③の神奈川県，④の千葉県，⑧の田無市 ⑪の奈
良県）と，執行機関である首長が会派に返還請求しないのは違法であるこ
との確認を求める３号請求も提起されている（⑩の東京都)。他は，首長
に対して損害賠償を求める４号請求である（①の川越市，⑤の加古川市，
⑥の徳島市，⑦の徳島県，⑨の小金井市，⑪の奈良県，⑫と⑲の金沢市，
の栃木県，・の札幌市，⑯の徳島県，⑱・の三重県，の品川区)。
４号請求は，住民が直接違法行為者に対して損害賠償又は不当利得返還等
を求める代位訴訟（旧４号請求）から，平成14年９月施行（平成14年法４
号）の改正によって，損害賠償又は不当利得を求めるよう執行機関に請求
する２段階訴訟に変更された。改正後は，すべて首長に，交付先の会派又
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は議員に不当利得返還，又は損害賠償を求めるよう請求する４号請求であ
る（を除いて，の宇治市以後))。平成14年改正は，違法な政務調査費
の支出につき，会派等に返還を求める事案には，利用しやすい結果をもた
らした，ということができる。なお，の弘前市，の三沢市，の倉敷
市及び桑名市は３号請求を併合している。三沢市のは，広報費も政務
調査費に該当するとして違法確認を棄却しているから当然４号請求も棄却
である。三沢市の，及び倉敷市のは，３号請求と４号請求を認容して，
首長が不当利得返還請求を怠ることは違法であることを確認するとともに，
首長に対して不当利得している元議員に請求するよう命じている。それに
対して，桑名市のは，不当利得している会派に対して首長が返還請求を
怠っていることは違法であることを確認して３号請求を認容しているが，
違法確認だけで原告の目的は達せられるとして，４号請求を棄却している。
２ 調査研究費助成期
（1) 昭和22年制定された地自法203条は，地方公共団体は，議員に報酬
を支払わなければならないことと，議員は職務を行うために要する費用の
弁償を受けることができること，並びに，報酬旨及び費用弁償の額とその
支給方法については，条例で定めなければならない旨を規定していた。そ
して昭和31年には，議員に期末手当を支給できる旨の改正が行われた。同
時に地方公共団体は法律又はこれに基づく条例によらなければ，給与等い
かなる給付も支給してはならない旨の204条の２が新設されることになっ
た。すなわち，議員には，法律がその支給を直接規定しているか，又は法
律の具体的根拠に基づく条例が支給する旨を規定する場合に限られるので
ある。すなわち，平成13年４月まで地方議会議員には，報酬，費用弁償，
期末手当の３種類のみの給付しか法律上認められなかった。
議員の報酬と費用弁償については，平成20年法69号までは，非常勤職員
のそれらと同じ条文203条に規定されていたこともあって，報酬について
は，月額にするか日額にするかについては自治体で決定できる，と解され
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ていたが，国会議員の歳費と同様に，多くの自治体は月額給付している
(５)
。
また，費用弁償については実費弁償と解されていたが，多くの地方公共
団体は，支給要件，支給方法につき「報酬及び費用弁償等に関する条例」
を制定して，費用弁償を支給している。そして，議員が議会に赴く日数に
対して，日当及び旅費について予め一定の基準を定めて支給するという方
法が，通常とられてきた
(６)
。それは，報酬が支払われずに費用弁償を支給さ
れていた戦前の名誉職時代の名残である
(７)
。市川市住民が，この支給方法は
報酬の２重取りとして首長に対して損害賠償請求をした４号訴訟を提起し
たのが，最２小判平２年12月21日民集44巻９号1706頁の事案である。議員
にとって，議会は職場であり，そこに赴くのに日当とは，住民の市民感覚
からは受け入れがたく，報酬の二重取りに写るのである。しかし，最高裁
判所は，支給方法については，議会の裁量に委ねられており，その濫用踰
越も認められないとした
(８)
。
前述したように，報酬と費用弁償の支給につき，地自法制定時には，議
員を非常勤職員として位置づけて規定していた。ところが，他の非常勤職
員と異なり議員に，期末手当も支給されるようになったことは，戦前のよ
うに議会に出ない場合には別の職業に就き，議会に出る場合だけ議員活動
を行っているとの議員像は成り立たなくなり，議員は政治家として日常政
治活動を行っているのであるから，それに見合った議員への給付が考えら
れるべきである。
（2) その一つが，平成12年に導入された政務調査費支給の法定化（法89
号）である。それ以前の政務調査費については，地自法が制定された年の
12月の改正（昭和22年法169号）によって，100条において現在の11項が新
設されていたにすぎない。すなわち，議会が調査を行うための費用は，
100条案件を議決する際同時に予算の範囲内でその経費を議決することに
なっていた。長い間，この条項しか議会の調査費用については地自法は規
定していなかった。すなわち，議会の議決又は，議長の承認を受けた議員
の派遣旅行に対する公費支給については，平成14年（法４号）まで明確な
根拠はなかったのである。ただ，常任委員会の委員は，その事務に関して
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調査する権限を与えられている（109条４項）が，これに基づく視察旅行
の経費は公費でまかなうことができるし，104条によって，議長職務に伴
う経費も可能であると解される。そして，それ以外の議員の視察旅行等の
費用については，費用弁償でまかなわれてきたようである
(９)
。ところが，平
成14年に，100条12項（現行13項）が新設され，議会が会議規則の定める
ところにより議員を派遣できることとなり，この費用は費用弁償されるこ
ととなった。しかし，この条項は，あくまでも議会又は議長の意思決定に
基づく調査，視察派遣である。議員自らが，調査研究するための費用は，
法律上支給されなかったし，支給することは204条の２上許されなかった
のである
(10)
。
ところが，国会議員については，昭和28年，国会の各会派に，立法事務
費が月ごとに交付されることになった（国会における各会派に対する立法
事務費の交付に関する法律（昭和28年52号))。このような法制度の動きの
中で，東京都は，早くも昭和31年「東京都都議会における各会派に対する
政務調査研究費の交付に関する規則」(規則137号）として制定している
(11)
。
そして，地自法232条の２「地方公共団体は，公益上の必要性がある場合
には，寄附又は補助することができる」が昭和38年法99号により新設され
た後，多くの自治体は，議員に支給することは，204条の２上許されない
ので，議会内に事実上存在する会派に対して補助，助成するようになった。
会派への補助金という形は，ある研究者の言葉を借りれば，「法の網をく
ぐるために無理をした方法だといわざるを得ない｡」
(12)
例えば，先述の住民
訴訟の判例①の川越市事件は，図書費として議員個人に支給するのは違法
であるが，会派に支給されている調査研究費は公益上の必要性があるから
違法でないと解している。
①から⑬⑯⑱⑳で争われた調査研究費は，地自法232条の２に基づい
て，第１に，首長が制定した「調査研究費公費規則」(②の神戸市，⑧の
田無市，⑨の小金井市，⑩の東京都)，第②に，補助金交付規則（③の神
奈川県，④の千葉県)，第３に,「調査研究費交付要綱」(⑤の加古川市，
⑥の徳島市，⑦と⑯の徳島県，⑪の奈良県，⑫⑳の金沢市，⑬の名古屋市，
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⑱の三重県)，第４に予算措置（川越市の①）で支給されていた。
これらの訴訟で主張された違法事由は，第１に，議員を財政面で執行機
関に隷属させること，第２に，会派は政治団体であるから，政治資金でま
かなうべきであって，公金をその活動に使ってはならないこと，第３に，
実質は議員に交付しているから204条の２に違反すること，第４に，会派
又は議員の調査研究の目的に実際のところ使用されていないこと，第５に，
実際の使用状況をチェックする規範が存在しないために，調査研究目的に
使用されたか否か不明であること等である。このうち本質的な理由は，第
１の首長等の執行機関に対する統制権能を持つ議会の議員が首長により助
成されることは議会の本来的権能を発揮することができなくなるのでは，
いいかえれば，首長は自らの職務執行をスムーズに行うために助成する，
議会対策にならないかということである。また，第４点について，補助金
交付規則によれば，首長等執行機関は被補助者が補助金を目的外に使用し
た場合，返還命令を発しうるが，調査研究費の支出については補助金交付
規則を適用していない事例が多く，特別のチェック制度を予定していない
場合が多かったのである。
しかし，裁判所は，議員又は議会の会派を助成することは公益上必要で
あるとして，原告住民の主張を認めなかった。また，議員活動のための調
査研究費でありながら，本来の目的のための経費に使われずに，観光旅行
等あるいは私的目的のために使われているという第４点の問題点について
は，議員活動の自由又は政治活動の自由を根拠に，使用に対するチェック
体制がないために，裁判になったとしても違法判断をなしえなかった。そ
して執行機関による補助助成であるため，執行機関の裁量を認めざるを得
ず，裁判所のチェック機能も限界があった。したがって，裁判所は，①の
川越市事件を除いて，これらの事件について住民を最終的に勝訴させた例
はない
(13)
。例えば，⑫の金沢市事件の一審で住民は一部勝訴したが，⑳は控
訴を認容して最終的に住民は敗訴した。すなわち，⑫は，会派における剰
余金の繰り越しを執行機関が認めたことは地自法施行令159条（誤払金等
の戻入）及び財務規則違反し違法であるとしたが，⑳は，余剰金を繰り越
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し使用させ，返還を認めないことをもって違法とは言い難いとした。また，
調査研究目的外使用を争われた⑯の三重県事件において，⑯は調査研究費
の目的外使用を認定し，違法判断を行ったが，は，｢目的外に使用され
たことをうかがわせる一般的・外形的な事情がない限りは，本来的な目的
に使用されたことを推認できる」と解して，原告の請求を棄却している。
３ 政務調査費条例制度の創設
（1) ところが，このような補助金制度の運用による調査研究費の支給は，
地方分権化思潮に対応するには不充分である，といわれるようになった。
詳述すると，地方分権推進委員会は，平成９年７月，｢地方分権の推進に
伴う自己決定権と自己責任の拡大に対応し，地方公共団体の意思決定の，
執行機関に対するチェック等において，地方議会の果たす役割は」増大す
るとして，｢議会の機能強化等」を勧告する。具体的には，第１に，臨時
議会招集要件並びに議員の議案提出要件及び修正動議要件の緩和，第２に，
議員と議会事務局職員の調査能力，政策立案能力，及び法制能力向上のた
めの研修体制の充実，第３に，議員定数における弾力的運用を可能にする
議員定数基準の見直し，第４に，委員会等の情報公開を図るために議会を
情報公開の実施機関にすること等である。ここで確認しておかなければな
らないことは，第２点であって，議会機能を強化するための議員自身の調
査，立案，法制能力を向上させるための施策が検討されねばならないとい
うことである。
これを受けて，平成10年には，全国都道府県議会議長会，全国市議会議
長会及び全国町村議会議長会は，議会のあり方につき検討した報告書をそ
れぞれ公表した
(14)
。例えば，全国都道府県議長会は，｢地方分権と都道府県
議会」と題した文書で，｢議員に対し条例で一定額の議員活動費用を支給
するか，報酬にこれを含ませ税法上必要経費として認めることの」必要性
を述べている。それを受けて，平成10年７月，地自法改正事項を関係機関
に要請し，翌年の11年，政務調査制度の法制化を要望した。すなわち，前
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述したような監査請求あるいは住民訴訟が提起されていることを根拠に，
第１に，｢国会における立法事務費と同様に政務調査費支出の根拠を地自
法上明確に規定されたい｡」第２に，議員に支給される費目は，報酬，期
末手当及び費用弁償に限定されているが，｢都道府県議員を中心に地方議
員の活動は住民意思の把握など閉会中の公的な活動が活発化しており，今
後，地方分権の進展により，さらに積極的な議員活動が認められる中で，
こうした議員活動に経費が支給できるよう地自法を改正されたい」と。
（2) このような動きを受けて，地自法改正法（平成12年法89号）が現在
の14項と15項の旧規定を12項と13項として追加した
(15)
。以下，現行条項で表
示したい。すなわち，地方公共団体は条例に基づき，地方議会の議員の調
査研究に資する必要な経費の一部として，議会における会派又は議員に対
し，政務調査費を交付することができるようになり，交付する場合には，
交付の対象，支給額及び交付方法についても条例で定めることとし，受給
された会派又は議員は政務調査費に係る収支報告書を議長に提出すること
とされた。この改正について，衆議院地方行政委員会における地自法改正
趣旨説明によると，政務調査費は，地方議会の担う役割の重要性を根拠に
しての議員活動経費というより，議員活動に当然含まれるが，審議能力を
高めるための各地方公共団体に関連する政策及び行財政事項に関わる調査
研究のための経費ということができる。そして，経費の使途の透明性を確
保するために，収支報告書の議長への提出を受給者に義務づけたのである。
しかし，議員活動のための包括的経費補償を可能にする条例も見受けられ
るというが，議員の利益に関わる事項を議会で何らの制約もなく条例で制
定させるという地自法は，支給額だけでなく議員に有利な条項を条例で規
定できることになる危険性をはらんでいた。
そして，この地自法改正時（平成12年５月31日）に，総務省行政課長通
知「地自法の一部を改正する法律について」が全国都道府県議会事務局長
宛に出されている
(16)
。その内容中，政務調査費の支給に関する点については，
第１に，政務調査費の交付の必要性，交付対象については充分に検討する
こと，第２に，政務調査費の情報公開を促進し，透明性の確保に充分意を
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用いること，第３に，政務調査費額の決定に当たっては第三者の意見を聞
く等住民の誤解を招かないようにすること，第４に，政務調査費に該当す
る従来の会派交付金等は，条例の根拠がいることである。地方自治体の中
には，住民の意見を聴取した上での条例作りの例も見られたが，多くは次
に述べる案の模倣条例である
(17)
。条例案とは，全国都道府県議会議長会等地
方議会３団体が，政務調査費条例の参考（例）を作成し公表した市議会政
務調査費の交付に関する参考条例（例）会派用，議員用及び会派用・議員
用（以下，会派用，議員用又は会派用・議員用市交付条例案という｡）と
（都道府）県政政務調査費の交付に関する条例（例）(以下，県交付条例
案という｡）である
(18)
。 このような案の公表は，地方分権に対応した議会そ
のものの存在を自ら否定するものであると批判されている
(19)
。しかし，多く
の案は，これらの案の模倣条例であるから，条例についての説明は便宜的
にこれらによる。
４ 政務調査条例と住民訴訟
条例が制定されても，政務調査のために使用せずに，視察旅行に名を借
りた観光旅行等に政務調査費が使われる場合もあり，使途違反ということ
で住民訴訟が提起されることになる。条例内容と関連づけて住民訴訟の争
点について検討したい。
 会派について
議会内会派につき，地自法は何らの定義も規定していないが，通常，会
派とは，主義主張を同じくする議員が同士的集合体を結成し，政治活動を
ともにするものといわれている。また，会派は団体としての意思決定行う
組織を備え，構成員の変動にかかわらず存続し，固有の財産を所有し，そ
の管理方法も定まっている権利能力なき社団として位置づけられ，民事訴
訟法上の当事者能力を持つ
(20)
（札幌市の)。⑯の三重県事件は，すでに解
散した議会会派であっても損害賠償債務等が存在する限り当事者能力を有
している，と判示している（他に寝屋川市の)。会派用市交付条例案は，
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規定していないが，県交付条例案は，政務調査費を受け取る団体として，
代表者，経理責任者を定めて，議長に結成届出を代表者が提出することに
より会派と認めている（県交付条例案案５条)。調査研究費助成期におい
ては，一人会派に対して，調査研究費は議員個人に対して支給される報酬
や費用弁償と区別できないから，204条の２に違反している，との違法性
が主張されたが，平成13年４月以後の訴訟では，地自法が会派又は議員に
交付することが認められたのでこの点が争われることはない。ところが，
会派に支給される政務調査費中調査旅費については，使途基準において,
「会派が行う調査研究に必要な先進地調査又は現地調査」と規定している
ことを根拠に,「会派」として行うものであるとの会派の了承を必要とす
る，と解した函館市のがある。この高裁判決はそのように解しなかった
札幌市のを明示的に変更している。政務調査費を議員でなくて会派に交
付する理由を，この判決は,「単に議員個人がバラバラに活動を行うより
も，いわゆる会派に集う多種多様な専門性，経験，背景等をもつ議員がそ
れぞれの知識経験に基づき，市政に関連する様々な問題を集団的により多
角的に討議した方が，より良い調査活動が期待でき，その結果，地方議会
の審議能力が強化され，その活性化も図られる」ということに求めている。
旧４号請求では，会派に対して不当利得返還請求ないし，損害賠償請求
を求めて被告とされた例もある（徳島市の⑦，徳島県の⑯，三重県の⑰）
が，４号請求において，会派は，被告首長側に補助参加している（を除
く４号請求)。補助参加とは，一般的に，訴訟の結果に利害関係をもつ第
三者が，当事者の一方を勝訴させるために訴訟に参加することである（民
訴法42条)。４号請求において，被告は首長であるが，首長が訴訟の結果，
敗訴すれば会派は返還請求等を首長からされるので，補助参加の利益が認
められている。そのために，地自法242条の２第７項は，怠る事実の相手
方に訴訟告知しなければならない。前記列挙事案においてこの点が争われ
た例はない。補助参加人は，訴訟において，攻撃・防御の方法の提出，異
議の申立，上訴の提起等一切の訴訟行為をすることができる。
後述する文書提出命令事件の最１小決平17年11月10日民集59巻９号2503
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頁（以下，17年決定という｡）の多数意見は，地方議会における会派の役
割を重視している，と評価されている
(21)
。
 使途基準について
地自法100条14項は，交付の対象も条例で規定することを要求している
が，対象には，金員が給付される対象である人的対象と，その人のどのよ
うな行為や物に支給されるかの物的対象とがある。人的対象については，
会派又は議員，会派・議員に交付されると条例で明記されている。ところ
が，物的対象すなわち使途については，直接条例に規定する岡崎市（）
及び京都市（）交付条例を除いて，交付条例には委任規定をおいて，そ
の委任を受けて，使途基準を首長の規定する交付規則で規定する（市交付
条例案，・の札幌市，の宇治市，の三沢市，・	の寝屋川市，

・の弘前市，の函館市，の金沢市，の海老名市，・・・
の仙台市，・の墨田区，の倉敷市，の桑名市）か，それとも交
付条例施行規程等名称はどうであれ，議会又は議長が規定している（県交
付条例案，の栃木県，・の品川区，の東京都，の愛知県，・
・の名古屋市，の宮城県)。・	の寝屋川市は，議長・副議長・
会派各幹事長で使途基準取扱要綱を定めている。条例で個別委任をしてい
るので法的には問題ないと解されるが，法の趣旨からすれば条例において
定められるべきである。
使途基準として，会派用市交付条例案の委任を受けた交付規則案は別表
右欄に，研究研修費，調査旅費，資料作成費，資料購入費，広報費，広聴
費，人件費，事務所費，その他の経費として科目を列挙し，その内容を別
表左欄に記述している。議員用市交付条例案も同じ内容である。なお，両
条例案中には，｢市政に関する調査研究に資するため必要な経費以外に使
用してはならない」旨の規定がある。宇治市（）においては，使途基準
は，交付条例施行規則で定められていて，｢交際的経費」｢政党活動に要す
る経費」｢選挙運動に要する経費」｢海外視察に要する経費」については，
使用が禁止されている。県交付条例案には係る指定限定条項はない。県交
付条例案は，議長が定めた交付規程の別表右欄で費目が，左欄でその内容
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が示されている。別表第１は，会派に係る使途基準であり，費目として，
調査研究費，研修費，会議費，資料作成費，資料購入費，広報費，事務費，
及び人件費が列挙されている。議員の使途基準である別表第２の費目とし
ては，事務所費用が追加されている。多くの住民訴訟は，政務調査費の使
途において，本来の政務調査のために使われていない，との主張がなされ
るが，ある政務調査費の支出がこれらの使途基準に該当しているか否かが
争点となる。例えば，広報費を政務調査費として使途基準に規定した栃木
県交付条例施行規程は地自法100条14項の委任の範囲を超えているとの主
張に対して,「議会の自主的判断を尊重する」趣旨であるから，議長の制
定する規程に委ねることは許さ」れ，｢議員の調査研究に資するため必要
な経費」とは,「調査研究のために有益な費用も含まれる」と解した上で，
広報費も「調査研究のための有益な費用」と判断した栃木県のがある。
裁判所は，当該条例等の規定を根拠に，原告が主張している使途基準違
反を個別，具体的に判断している（その上で，寝屋川市の及び弘前市の
は，個人に配分された各議員の使途につき検討している｡)。例えば，品
川区事件のは，目的にふさわしくない会議等の支出につき違法と判断し
たが，会派は返還したので，棄却している。同じく品川区のは「区政に
関連する調査研究又は会議に伴い，社会通念上必要かつ相当と認められる
範囲において，区政に関連する調査研究又は会議に伴う一種の経費として，
政務調査費の使途による支出と認められる｡」そこでの相当性の判断に当
たっては，当該会議又は調査研究の目的，内容と当該飲食の場所及び内容，
支出金額回数等を考慮し，調査研究又は会議に伴うものとして許容される
ことが必要，であるという。岡崎市事件のは，視察旅行について，不当
利得請求権が発生するといえるためには，｢調査研究活動として合理性な
いし必要性が明らかに欠ける場合に限られる」という。
宇治市のは，原告が主張する各会派の使途基準違反を個別，具体的に
使途基準に従って研修生の昼食代及び議員団車用の自動車の軽自動車税等
の支出は違法と判断している。仙台市のは，形式的な使途基準に適合し
ているだけでは不充分であって,「支出の対象となった活動に調査研究の
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実質が認められな」ければならず，さらに，支出の対象となった活動が
「市政と関連性を有することや，必要かつ合理的なものであることなどを
も求められる」とした上で，前者にいう「研究活動に調査研究の実質があ
るか否かは，議員ないし会派の主張する調査目的，調査に向けた準備の有
無及びその内容，当該調査研究活動の具体的内容及び上記目的との関連，
調査研究，結果の保存状況等を総合的に考慮して客観的に判断すべきであ
る｡」また，調査研究の実質があると認められる場合に，後者の「当該活
動と市政との関連性や必要性・合理性の具備については，これらを欠くこ
とが明らかである場合に違法となると解すべきである」と述べて，原告が
違法と主張する会派・議員の各支出を個別具体的に判断して，一部議員・
会派の視察等を政務調査と認められないと判断している。また，桑名市の
も，調査活動は市政と無関係であってはならず，会派主催の講演会と市
政との関連性につき目的等を詳細かつ具体的に検討し，市政との関連性は
希薄であって，選挙運動目的との疑念をいだかせるとして，講演会開催に
伴う経費を個々に検討した上でそれらの使途基準違反性を判断している。
特に会議に伴う飲食代につき，品川区のは，社会通念上必要かつ相当
と認められる範囲において，区政に関連する調査研究又は会議に伴う一種
の経費として，政務調査費の使途による支出と認められる，とした上で,
「必要性，相当性を判断するに当たっては，当該会議又は調査研究の目的，
内容と飲食の場所及び内容，支出金額回数等を考慮し，調査研究又は会議
に伴う者として社会通念上適切なものとして許容される」として，個別具
体的に会議場所，金額等を検討して，その使途基準性違反を判断している。
それに対して，名古屋市のは，市政に関する調査研究に直接用いられる
ものに限られず，議員の調査研究の基盤を充実させてその審議能力を強化
することにより地方議会の活性化を図るという調査研究費の制度趣旨から
見て,「調査研究活動に付随する費用等市政に関する調査研究を行うため
に必要となる費用も」市政に関する調査研究に資するため必要な経費に含
まれるが,「議員の日常生活上当然に必要となると認められる費用につい
ては，それが市政に関する調査研究を行う際に支出した費用であっても公
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金をもって充てるべき実質を欠く」として，昼食を伴う会議等の食事代に
つき，食事時にしなければならない必要性あったとしても，そしてその金
額が社会通念上相当名範囲内であっても，公金をもって充てるべき実質を
欠くとする。結論としては，両判決は使途基準違反を認めているのである
が，日常生活上必要な経費を政務調査費で支出することができるかについ
ては微妙に見解を異にする。いずれにしろ，最近の判決は，使途基準に依
拠しながら，調査研究費の経費を市政との関連性等その実質を，個別・具
体的に判断しているのが特徴ということができる。
 交付方法について
政務調査費の一人会派を含めて会派への交付は，会派の代表者が，毎年
度首長に申請書を提出して行う（会派用市交付規則案２条)。市長は上記
の申請を受けて，月額に会派数を乗じた額を，年度分の額と決定し，交付
決定通知書によりその旨を通知し，会派の代表者は交付請求書を首長に提
出する（同３条と４条)。半期ごとあるいは四半期ごとに交付日に交付す
ることになっている（会派用市交付条例案３条・県交付条例案３条)。 政
務調査費はあらかじめ使途に関する実施計画を提出させ，その成果を直接
的，具体的，数量的に評価して支給することは，政治活動の自由等の見地
から困難であるから，概算して交付される。交付方法について，地自法は
条例に委ねているうえ，支出方法としてこれらの方法が認められる（地自
法232条の５）とともに，その実質は補助金であるから，概算払の要件を
規定する地自法施行令162条に牴触しない
(22)
。
概算払いであるから，精算が必要となる。交付条例案は，解散を含めて
構成議員の減員，あるいは，残余金があれば首長は返還を命じることがで
きる旨を規定している（会員用市交付条例案４条と８条，議員用交付条例
案４条と７条，県交付条例８条と12条)。
概算払いの場合，監査請求は，概算払いの公金支出から１年を経過すれ
ば行うことはできない（最３小判平７年２月21日判時1524号31頁)。この
事案は，公金支出の違法不当を主張するものであるのに対して，法定され
た政務調査をめぐる紛争は，４号請求が改正されて以来，首長が会派等に
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対して損害賠償又は不当利得を請求していないことが違法不当であるとし
て，住民は監査請求を提起しているから，真正怠る事実として，怠ってい
ることが継続している限り監査請求できることはいうまでもない。
 返還義務について
返還義務には，第１に，政務調査費は，議員数に月額を乗じたものを，
四半期又は半期ごとに交付されるから，受け取った後に会派における構成
員の減員又は会派の解散があった場合（市交付条例案４条，県交付条例８
条)，第２に，支出した額が交付された額より少額の場合，とがある。会
派用市交付条例案は，第２については，首長の返還権限と解している（議
員用市交付条例案７条，会派用・議員用県交付条例案９条，及び県交付条
例案12条もほぼ同様である)。目的外使用した場合，明確に返還義務又は
首長の返還権限を規定した条例は，後述する目黒区及び品川区交付条例14
条２項以外見あたらない。品川区条例は,「代表者は，当該会派が交付を
受けた政務調査費を区政に関する調査研究費以外の経費に支出した場合は，
当該経費に相当する額を区長に返還しなければならない」と定めている。
は，支給される会派は前述したように法令上明確でないから，条例は代
表者に返還義務があることとして法律関係の明確化を図っている，と解し，
この返還義務の存在を根拠に，会派の代表者に不当利得返還請求を求めた
旧４号請求を適法とした。このような目的外使用についての返還義務がな
くても，交付された政務調査費を目的外使用した場合，許されないのであ
るから，使用額は会派又は議員の金庫に残っている，すなわち不当に利得
したものとして，首長は当然にして，返還を命じることができる。この首
長の返還権限条項を根拠に，住民は，政務調査費の目的外使用した会派又
は議員に返還するよう首長に求めているのである。条例制定後，不当利得
返還請求を会派又は議員にするよう求める４号請求が多いのは，この首長
の返還命令条項の存在である，と思われる。
ところで，首長が出した返還命令の取消を求めた事案がある。目黒区議
会議員である住民が，取消訴訟の原告の政務調査費の支出は違法不当であ
るとして監査請求をした。監査委員は，原告の「別件の住民訴訟に係るテ
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ープ反訳等」の費用は，政務調査費以外の経費であるとして区長に返還請
求するよう勧告した。区政政務調査費交付条例は，使途基準外形費の返還
を明示的に規定していることもあって，区長は返還命令を発した。そこで，
原告は，異議申し立て後，その返還命令の取消訴訟を提起したところ，東
京地判平20年11月28日 [平成20（行ウ）114号] 判タ1291号209頁は，住民
訴訟の趣旨，及び住民訴訟から得られた情報等を基に議会活動を行ってい
ることから，それに関わる費用等は政務調査費に該当すると判断した。住
民訴訟を提起している区議会議員対執行機関となれ合っている多数派議員
との政争だと思うが，法的に解決できたことは好ましいことだと思う。
 収支報告書について
Ａ 立証責任
政務調査費を受け取った会派の責任者は，政務調査費に係る一定の様式
に従った収支報告書を議長に一定の期限までに提出しなければならない
（会派用交付条例案７条・議員交付条例案６条・県交付条例案10条)。こ
の様式は，１の収入欄には受け取った金額，２の支出欄には使途基準に示
された支出科目，それに対応する金額欄及び主たる支出の内訳を記載する
備考欄があり，３には残額を示す欄がある簡単なものである（上記条例案
はすべて同じである)。報告書を受け取った議長は，首長にその写しを送
付する義務（会派用交付規則案６条・議員交付規則案案６条・県交付条例
案７条)，と一定期間保存義務がある。住民は請求すれば，報告書を見る
ことができる（会派用交付条例案９条・議員交付条例案８条・県交付条例
案13条)。一定期間として多くの条例は５年と規定している。ただし，こ
の報告書だけを住民は閲覧したとしても，上述した記載内容から見て政務
調査費の支出内容を把握することはできない。
支出内容の基礎となった領収書類が問題となる。会派用市交付規則案７
条は，経理責任者に領収書等の証拠書類を整理し，収支報告書の提出期限
から一定期間保管することを義務づけている（県交付規程案７条は，経理
責任者に会計帳簿の調製しその内訳を明確にするとともに証拠書類等の整
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理保管を義務づけている。議員用市交付規則案７条は議員に義務づけてい
る｡)。この期間も５年と規定している交付規則類が多い。領収書類には，
閲覧請求権は及ばないために，住民は会派等が使途基準を遵守しているか
否かを知ることはできないのである。そのため，領収書類の閲覧を規定し
ていない政務調査費交付制度は違法であると住民は主張しても，そのよう
な制度がないからといって，返還請求権の不行使が違法となるわけでない，
と退けられる可能性は高い（徳島市の⑥，小金井市の⑨等々)。
ところで，会派の使途基準違反を追求する住民訴訟は，４号請求として，
首長を被告に，会派に対して不当利得返還請求ないしは損害賠償請求を求
めるよう請求している
(23)
。一般的に不当利得返還請求の「法律上の原因がな
いこと」の立証責任は請求する側にある。立証責任とは，｢法律上の原因
がないこと」につき証明できなければ請求者は敗訴するということである。
ところが，政務調査費の返還を求める原告は証明手段をもたないのである。
会派等に不当利得の返還を被告に求める多くの判決は，立証責任につき次
のように述べる。｢不当利得の返還を求める者が『法律上の原因なくして』
の事実の主張立証責任を負うといっても，およそ考えられる一切の法律上
の原因の不存在を主張立証しなければならないものではなく，その類型や
証拠との距離を考慮しつつ，当該事案において通常考えられる程度に財貨
移転の正当化原因が存在しないことを主張立証した場合には，相手方にお
いてこれを正当化する具体的事情につき反証する必要を生じるというべき
である｡」という立証責任につき，学説判例が到達した修正された法律要
件分類説に依拠する
(24)
。その上で，政務調査費が本来の目的に使用されてい
ないと原告が主張する場合は，｢本来の目的に使用されなかった事実は，
原告らにおいて主張立証すべきものであるが，研究費の具体的使途に関す
る領収書等の証拠を被告各会派が保有すべきものとされていることに照ら
すと，原告らとしては交付された研究費の具体的使途を特定して主張立証
し，それが本来の目的の範囲に属さないことを明らかにするまでの必要性
はなく，例えば，被告各会派が研究費を支給するに際し，所属議員から領
収書等を徴せずその使途についての管理を一切行っていないなど，研究費
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が本来の目的以外に使われたことを推認させる一般的外形的な事実を主張
立証した場合には，被告各会派において，その推認を妨げるべく，本来の
趣旨に沿った具体的な使途を明らかにする必要がある｡」調査研究費をめ
ぐる事案である名古屋市の⑬は，この基準に基づいて原告が主張する目的
外支出を事実上推認することが経験則上できない，とした。これに対して，
海老名市のは，政務調査費を議員活動費と解する立場に立って，｢政務
調査費が外形的，客観的にみて社会通念からは交付の目的や使途基準を逸
脱したとみえる費用に充てられている場合には，その使途が本来の目的に
沿ったものであることの立証がなされない限り，当該使用が目的外の使用
と推進されることはあり得るとしても，……その使途自体からは直ちに当
該使用が目的外のものとはいえないのであり，原告が主張するように本件
各会派が購入した事務機器（注プリンター・コピー機・電子辞書等）等が
私的に利用されているというのであれば，そのような事実は原告において
立証する必要がある｡」と述べて請求を棄却している。
それに対して，一部認容判決も，上述した修正された法律要件分類説に
依拠している。例えば，名古屋市事件のは，領収書を公開せずに５年間
の保存義務を課した趣旨（調査目的の達成を妨げる虞と，透明性の確保の
産物である）から，｢返還を求める側において，政務調査費の使途につい
て相当な根拠をもって疑義が存する疑義を解消するにたる主張と反証を行
う必要があり，それがされない場合には，政務調査費の適正な支出がなさ
れなかったものと推認される｡」と述べて，原告主張の１会派の内部留保
を行った会計処理の不当利得を認めた。仙台市事件のは，上述の立証責
任判断基準に基づき個別に各会派の支出を検討して，全会派につき原告の
主張を認めた（の控訴審は個別検討を行い２会派の支出の適法性を認め
て，３会派につき減額した｡)。宮城県事件のも，同様に会派ごとに使途
基準如何を判断し，原告が主張する６会派につき不当利得を認定した。金
沢市控訴審において，控訴人は政務調査費が飲食代金に当てられたと主
張して，領収書類につき次に述べる文書提出命令の申立を行ったところ，
裁判所は認めたが補助参加人は提出しなかった。又，経理責任者の証人尋
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問の申し出も裁判所は認めたが，出頭しなかった。そこで，は，民訴法
224条１項，３項の立法趣旨を斟酌して，被控訴人が的確な反論・反証を
提出しない限り，控訴人の主張・立証額をもって，飲食代金に充てられた
と認めている。また，仙台市事件のにおいて，使途基準に適合すること
を基礎づける具体的事実が立証された場合には，違法の推認を妨げられる
と解するのが相当であって，その判断に際しては，領収書等の証拠資料等
の存否及び不存在であることの理由の合理性，証拠資料等の提出の有無及
び不提出の理由の合理性，会派代表者等の会派における政務調査費の支出
の総括の程度並びに政務調査費を支出したとする時期及び金額の合理性等
の事情を総合的に考慮すべきであるとして，会派が証拠書類を廃棄した，
所属議員に返却したという事実だけでは違法といえないが，廃棄・返却し
たことについての合理性に欠ける事情等は，使途基準に照らして明らかに
必要性・合理性を欠いている等，会派及び議員の裁量的判断を著しく逸脱
して支出されたなどの事実を推認させる一般的，外形的事実に当たるとし
ている。この基準を原告が主張する会派ごとに個別にあてはめ，７会派中
２会派１議員に返還するよう認容した。
上述の立証責任論に触れることなく，会派に支給された政務調査費を議
員に配分した会派につき，会派が会派のために使用したことを立証しない
場合には，条例に違反するとした札幌市事件のがある。
Ｂ 文書提出命令
住民は，使途基準違反の事実を挙証しようとしても領収書類を閲覧する
ことはできない。そこで，収支報告書を作成する際の基礎となった領収書
類の提出を求める必要がある。調査研究費助成期であるが，情報公開条例
に依拠して領収書等関係書類の公開を求めた例がある。しかし，議会に求
めれば，実施機関でないとされたり
(25)
，執行機関に求めれば，公文書でない
とされていた
(26)
。そして，法定された政務調査費に係る領収書類の公開を議
長に求めたところ，文書不存在との通知を受けることになるのである
(27)
。
そこで，訴訟の相手方，又は第３者が文書を所持している場合，立証者
は，文書提出命令を申し立てて証拠の申し出をすることができる制度を利
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用することになる。文書提出命令申立は，文書の表示，文書の趣旨，文書
の所持者，証明すべき事実，及び文書の提出義務の原因を明らかにして書
面によりすることになる（民訴法221条）が，一定の要件を充足している
文書の所持人は，原則としてその提出を拒むことができない。例えば，公
文書であって，その提出により公益を害し，又公務の遂行に著しい支障を
生じる場合等，同法220条４号は，提出しなくてもよい場合として５要件
を列挙している。
の仙台市事件において，原告は６会派が管理している政務調査費に関
わる各議員及び共同研究者が各会派に提出した収支報告書及びその添付書
類（以下，本件各文書という｡）の文書提出命令を申立てたところ，各会
派は，本件文書は専ら文書の所持人の利用に供するための文書であるから
４号ニの自己利用文書に該当するとの意見を述べている。それを受けて，
裁判所（仙台地決平16年９月17日 [平成16（行ク）８号]）は，｢本件各文
書は，その記載内容に照らし，各主張の違法性の有無を判断するに際して
有力な資料となりうる」として証拠調べの必要性を肯定した上で，自己利
用文書該当性を肯定して，申立を却下した。すなわち，｢ある文書が，そ
の作成目的，記載内容，これを現在の保持者が保持するに至るまでの経緯，
その他の事情から判断して，専ら内部の者の利用に供する目的で作成され，
外部の者に開示することが予定されていない文書であって，開示されると
個人のプライバシーが侵害されたり個人ないし団体の自由な意思形成が阻
害されたりするなど，開示によって所持者の側に看過しがたい不利益が生
ずる虞があると認められる場合には，特段の事情がない限り当該文書」は，
自己利用文書に当たると判示した最２小決平11年11月12日民集53巻８号
1787頁
(28)
（以下，11年決定という｡）に依拠して，政務調査費に関する条例
等を仔細に検討した上で，本件各文書は，｢議会の内部の者の利用に供す
る目的で作成され，市長を含む外部のものに開示することが予定されてい
ない文書で」あること，その開示によって，所持者たる相手方らにおいて，
執行機関に対する独立性が害されるなどの看過しがたい不利益が生ずる」
として自己利用文書該当性を認めた。仙台高決平16年11月24日 [平成16
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（行ス）２号] も１審と同じ判断でもって，抗告を棄却した。
先述の17年決定も，先述の平成11年決定に依拠して，本件文書の自己利
用文書性を肯定して上告を棄却した。すなわち，｢本件各文書は，本件要
綱に基づいて作成され，各会派に提出された調査研究報告書及びその添付
書類であるというのであるから，専ら，所持者である相手方ら各自の内部
の者の利用に供する目的で作成され，開示することが予定されていない文
書であると認められる。また，本件各文書が開示された場合には，所持者
である相手方ら及びそれに所属する議員の調査研究が執行機関，他の会派
等に管掌等によって阻害される虞があるものというべきである。加えて，
前記の通り，本件各文書には調査研究に協力するなどした第三書の使命，
意見等が記載されている蓋然性があるというのであるから，これが開示さ
れると，調査研究への協力が得られにくくなって以後の後の調査研究に支
障が生ずるばかりか，その第三者のプライバシーが侵害されるなどの虞も
あるというべきである。そうすると，本件各文書の開示によって相手方ら
も各自の側に看過しがたい不利益が生ずる虞があると認められる｡」
本決定は，議員及び共同研究者の会派に提出した文書が自己利用文書の
要件を，第１に，要綱に基づいて作成された内部の者の利用に供すること
を予定した内部文書であること，第２に，開示すれば，執行機関に干渉さ
れる虞があること，第３に，第三者のプライバシーが侵害される虞がある
ことである。これに対して，横尾反対意見は，第１に，調査研究報告書は，
本件交付条例，交付施行規則に基づき議員に支給されるのは調査研究費の
みであって，そのために，会派に経費の内訳を報告する義務があること，
第２に，条例等法令が透明性確保のために検査権限を議長に与えているた
めの資料であること，を理由に本件文書は外部に開示することが予定され
ていない文書に該当しない，と解した。
地自法は，政務調査制度の根幹的内容は条例で定めなければならない，
との枠を規定するにすぎない。何が根幹的かは各自治体の裁量に委ねられ
ている。すなわち，その内容が制度の根幹であると各自治体の議会が判断
した場合は，条例事項になる。しかし，住民からすれば，使途についての
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実態を知るためにも領収書等の添付書類の添付等は閲覧できるべきである。
とすれば条例制定事項であるべきである。作成義務をたまたま議長制定要
綱に規定したことが，議会，首長，議長の意思であったとしても，最高裁
判所の多数意見が，要綱で制定されていることをもって，内部文書として
自己利用文書の根拠にしたのは，是認することができない
(29)
。また，民訴法
には，公文書の文書提出命令については，特別な規定がおかれているが，
活動の自由を保障されているとはいえ，議会の会派における文書の提出如
何につき，私人間の紛争に関する11年決定に依拠して判断することには，
疑問が残る。会派独自で調達した資金の使途ではなくて，公金による資金
の使途を明らかにするための文書の提出を求めている点からして，17年決
定の多数意見は是認しがたい。
その後，金沢地裁は平成18年１月23日，名古屋高金沢支部は平18年12月
15日に領収書類の原告側の申立につき，文書提出命令の決定を行っている。
その理由は，被告側がそれに応じなかったので，その理由の陳述書の提出
を求めたところ，それにも応じなかったので，申立の認容決定を行ってい
る（)。また，11年決定に依拠しているが，17年決定に言及することな
く，会派が所持する議員支給分の政務調査報告書及び及びこれに対応する
領収書の文書提出命令を認めた名古屋地決平21年１月13日 [平成20（行ウ）
23号] (裁）がある。すなわち，名古屋市交付条例により，政務調査費を
交付された会派又は議員の収支報告書を議長に提出する義務，議長の検査
権限，収支報告書の５年間の保存義務，何人に対しても収支報告書の閲覧
請求権の保障等が規定されている。第２に，長の制定する交付規則でもっ
て，議長の市長の収支報告書の写しの送付義務，会派の経理責任者の設置
義務，経理責任者の支出会計帳簿の調製義務，領収書類の整理・５年間の
保管義務が課されている。その上，地自法221条２項の首長の予算施行に
係る調査権限があることを根拠に，領収書は，条例等で作成を義務づけら
れたものでないが，内部の者の利用に供する目的で作成され，外部の者に
開示することが予定されていないものということはできないとした。さら
に平成20年の交付条例改正によって，収支報告書を議長に提出する場合に，
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１万円以上の領収書その他支出の事実を証する書類を添付することが義務
づけられたこと，さらに，｢収支報告書は，領収書等を基にその枚数，金
額主な調査内容が記載されたものであり，所属議員が支出した金員につい
てそれが政務調査費の使途基準に適合することを説明するために作られた
もの」であるから，領収書の提出が議員活動を阻害するものでないとして，
自己利用文書でないと判断している。17年決定との違いが，作成義務が要
綱か，規則かという根拠規範による形式であるようにも考えられるのであ
るが，17年決定の多数意見には賛成しがたい。
終わるに当たって
以上，住民訴訟を通して見てきた政務調査費の問題点を克服するために
は，第１に，政務調査費交付の目的を規定すること，第２に，使途基準と
使途限定を下位法令に委任しないこと，第３に領収書類の添付を義務づけ，
第４に視察報告書，研修報告書調査報告書実績報告書等の提出義務，第５
に収支報告書とともに，これら書類の閲覧請求権を保障することを条例に
規定すべきである，と提言されている
(30)
。その通りであろう。補助金として，
要綱等によって交付されていた研究調査費助成期と比較して，地自法に基
づき政務調査費は明確に条例で根拠づけることによって，住民訴訟におい
ても勝訴する場合も出てきた。その理由は，裁判規範が明確になったとい
うことである。さらに，住民のコントロールを一層可能にするためには議
員又は会派の行為規範が明確に条例で規律されるべきである。
条例は，多くの場合，議会に首長案を出す場合が多い。その際，地方自
治体にとって重要な条例等は，パブリックコメントに付されている。
ところが，交付条例の場合，議会に関わることであるから，議員提案さ
れるべきである，といわれている
(31)
。しかし，議員が自らの給付につき，自
ら条例案を作成することは，住民訴訟が提起された条例のように，議会議
員の使い勝手のよいように，規律しているのである。公金が使われながら，
それをチェックする手だてをおくことは可能であるのに，そのような内容
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をもつ条例はない。議会の会期によって，議会がパブリックコメントを行
うことは難しい点もあろうが，継続審議にする等，住民の意見を聞いて係
る議員の利益に関わる条例は制定されるべきであると考える。
注
(１) □つき番号は，平成13年４月１日から施行された地自法改正に基づく
条例により支給された政務調査費に関わる住民訴訟判決を表示する。○
つき番号は，それ以前の補助金として支給された調査研究費をめぐる判
決を表す。最近の裁と表示した判決は，裁判所のホームページに掲載さ
れたものであるから掲載誌はない。同一日に同一裁判所で異なる事案の
判決が出される場合もあり，掲載誌のない判決もあるので，事件番号も
表示した。
(２) 最３小判昭53年６月23日判時897号54頁。最１小判平14年10月３日民
集56巻８号1611頁は，財務会計法上の違法を主張されていない議員の怠
る事実については，監査請求期間の制限を規定する242条２項は適用な
い，と判示している。
(３) 最３小判昭57年７月13日判時1054号52頁，最２小判昭59年10月26日判
例自治60号24頁，最２小判平10年７月３日判時1652号65頁は，善解して
同一性を認めている。
(４) その旨の規定は条文にはないが，事務監査請求の要件と対比して，財
務会計上の行為が，監査請求書及びこれに添付された事実を証する書面
の記載等から見て，｢他の事項から区別し特定認識できるように個別的，
具体的に摘示することを要」する，と判例上の要件として確定している
（最３小判平２年６月５日民集44巻４号719頁参照)。
(５) 長野士郎『逐条地方自治法第８次改訂新版』(学陽書房・1960年）617
頁。
(６) 長野・前掲書619頁。
(７) 毛利透・法学協会雑誌110巻11号212頁以下は，国会議員と地方議会議
員との報酬関係について，歴史的にその違いを検討している。
(８) それ以前に，世田谷区民が，議会の出席に公用車を使用していた議長
にも定額の費用弁償を支払うのは交通費の２重払いであるとして首長に
対して損害賠償請求をした旧４号訴訟がある。東京地判昭63年10月25日
行裁例集39巻10号1300頁（東京高判平元年３月28日行裁例集40巻４号
293頁は，原審と同じ理由ということで省略されている｡）は，実額方式
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を採る場合の煩わしさ，経費の増大等といった短所とあわせて考える，
と定額方式もそれが社会通念上，実費を対象としてこれを弁償するとの
費用弁償の建前を損なうとは言い難いものである限り，定額方式も許さ
れるとしている。さらに根拠として国会議員の例を挙げている。他に議
会に出席した際に支給される日額１万円の費用弁償は，標準的な実費の
範囲を超えて違法であるとの原告の主張に対して，大阪地判平14年９月
27日判例自治239号36頁は，被告が主張する交通費，日当，事務経費を
検討した上で，付近の地方自治体が一律費用弁償制度を廃止したとして
も直ちに裁量の行使が逸脱濫用しているとはいえないと判示した。また，
費用弁償額の決定を市長に一任した費用弁償条例は，支給方法に触れて
いないから，203条５項（平成20年法69号改正前。現行同条４項）に違
反し無効であるが，その後条例が改正され遡及適用されることになった
ので，違法性は治癒されたとして請求を棄却した名古屋地判平14年11月
18日（名古屋高判平15年７月31日もほぼ同旨両判決とも裁｡）がある。
最近では大阪地判平21年３月31日（裁）は，府会議員に対する費用弁償
につき，法定外会議への出席についても支給しているのは，違法である
として３号請求をした事案がある。判決は，いずれの点についても，議
会の裁量権の濫用逸脱はないとして請求を棄却した。
(９) 堺市議員海外派遣住民訴訟判決（最１小判昭63年３月10日判時1270号
73頁）は「普通地方公共団体の議会は，当該普通地方公共団体の議決機
関として，その機能を適切に果たすために必要な限度で広範な権能を有
し，合理的な必要があるときはその裁量により議員を海外に派遣するこ
ともできる」と解した。
(10) 議員の視察旅行等については法的問題点等，特に旅行派遣の正当性に
ついては，西鳥羽和明「地方議会の議員派遣裁量（上)（中)（下)」自
研81巻２号28～44頁・３号28～56頁・７号57～83頁参照。
(11) ⑩の東京都事件参照。この規則は地自法232条の２挿入前に制定され
ていたが，その根拠は知事の財務規則制定権に根拠をおいていたものと
考えられる。他に，東京地判平９年１月31日判時1606号36頁によれば，
世田谷区についても，区議会における各会派に対する政務調査費の交付
に関する規程（昭和35年12月１日訓令甲14号）が制定されている。
(12) 毛利・前掲評釈218頁。
(13) 住民監査請求についても宮沢昭夫『政務調査費』(2005年・公人の友
社）45～47頁は，監査請求結果についての表を掲載しているが，調査研
究費事案の勧告例は１件に過ぎない。
(桃山法学 第15号 ’10)326
(14) 最後の全国町村議会議長会の報告書は見ることができなかった。
(15) さらに平成14号法４号で13項と14項に繰り下げられ，さらに平成20年
法69号により14項と15項に繰り下げられた。他の改正事項としては，常
任委員会数の制限の廃止（109条)，国会に対しての地方議会による意見
書提出権（99条）がある。
(16) この通知には，｢都道府県内の市町村に対してもこのむねの周知願い
ます｡」の一文が付けられているが，係る行政指導を行うことは地方分
権化上疑問なしとしないように思うが，住民訴訟の内容を見ると必要性
を感じる。
(17) 宮沢（13）前掲書28頁。
(18) 町村議会政務調査費交付に関する条例（例）も作成されたとのことで
あるが，見ることはできなかった。廣瀬和彦『政務調査費ハンドブック』
（2009年・ぎょうせい）の166頁からには，市議会議員政務調査費の交
付に関する条例案（例）会派用と同規則案，議員用の条例案と規則案，
会派用・議員用の条例案と規則案とその説明が掲載されている。さらに，
209頁からは，都道府県政務費の交付に関する条例（例）と同規程（例）
が掲載されている。
(19) 宮沢（13）前掲書23頁。
(20) 調査研究費助成期において，旧会派の解消，新会派の結成等の議長へ
の届出行為の処分性が争われた事案において，東京地判平９年１月31日
判時1606号36頁・東京高判平９年８月28日判時1635号47頁は，｢議員の
政治活動のための同士的結合こそが会派の実体を基礎づけることからす
れば，その解散について直ちに民法の社団に関する規定が準用される」
ものでもない，と判示する。
(21) 駒林良則のこの判決の判例批評（民商法雑誌134巻４･号167頁)。
(22) 概算払いと前金払いの違いは，概算払いは，実際の正当債権者に対し
て概算額が交付され，資金交付の時点で公金から資金に移行するのに対
して，前金払いは，職員に概括的に経費の金額を交付して現金支払いさ
せることであるから，前金払い後も公金の性質は変わらないということ
である。会派を当該地方自治体の組織としてその代表者又は経理責任者
を職員と解すれば前金払いになるが，活動の自由をもった別の組織とす
れば概算払いになる。しかし，概算払いについても，精算まで公金性を
失わないという見解も見られ（川上宏二郎・判評417号26頁)，会派も当
該自治体の１組織であるとすればその公金性は失われないのではなかろ
うか。
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(23) 最３小判昭39年４月７日集民73号35頁，最２小判昭59年12月21日集民
143号503頁，松本博之・上野泰男『民事訴訟法（第５版)』(2008年・弘
文堂) 404。
(24) 藤田広美『解析民事訴訟法』(2009年・東大出版会）101頁。
(25) 仙台地判平10年４月14日 [平成８（行ウ）８号] 判時1645号55頁。
(26) 山口地判平12年11月28日判タ1106号104頁は，公開請求を認めたが，
広島高判平14年９月13日判タ1118号112頁は，控訴を認容して請求を棄
却した。津地判平11年２月18日判タ1011号140頁・東京高判平13年９月
26日 [平成13（行ウ）90号] (裁) は，公文書でないとして棄却。仙台
高判平12年３月17日 [平成10（行ウ）12号] 判例自治204号10頁は，仙
台地判平10年４月14日 [平成８（行ウ）８号] 判時1645号55頁の原告敗
訴部分を取り消して，議会出張に関する文書，県政調査費については公
文書性を認め，横浜地判平13年３月７日判例自治221号21頁も，預金口
座等の情報記事の公開を認めたが，原告が主張する使途基準違反を立証
するには不充分であろう。
(27) さいたま地判平17年11月16日 [平成17（行ウ）24号] 原告は，埼玉県
議会議長に対し「平成15年度に係る埼玉県県政調査費の交付に関する規
程７条１項の収支報告書並びに同８条の会計帳簿及び関係書類一切の情
報」について情報公開を請求したところ，議長は，上記会計帳簿及び関
係書類等一切の情報に係る文書は存在しないとした通知の適法性を認め
た。
(28) 有価証券取引のために，被告金融機関から多額の資金を借り受けた者
の遺族が，当該金融機関は，返済が不可能であることを認識して過剰融
資を行ったとして，損害賠償を求めた本案訴訟において，当該金融機関
の貸出稟議書及び本部許可書の提出命令を申立てたを認容した原決定に
対する抗告審である。
(29) 駒林（21）前掲判評686頁参照。
(30) 宮沢（13）前掲書56頁。
(31) 廣瀬（18）前掲書135頁参照。
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